
別記第１号様式（第６条関係） 

 

研 修 生 受 入 申 請 書                       

 

                                   年    月    日 

 

 試験研究機関の長  様 

 

                                        所  在  地 

                                        関 係 団体名 

                                        代表者職氏名                  印 

 

  岐阜県商工労働部所管試験研究機関研修生受入要領第６条第１項に基づき、下記のとお

り研修生を受け入れられたいので申請します。 

                                      記 

 

所 属 名           

 

 

 

職 氏 名           

 

 

 

生 年 月 日 （ 年 齢 ）           

 

                年      月      日  （      歳） 

 

現 住 所           

 

 

 

最終学歴及び卒業年次 

 

                                          年      月卒 

 

希 望 す る 研 修 部 署           

 

 

 

研修の目的（内容）           

 

 

 

研 修 の 希 望 期 間           

 

    年  月  日から    年  月  日まで 

 

そ の 他           

 

 

 

 

（注）１ 研修申請書には、誓約書（様式第１号）及び保証書（様式第２号）を各１通 

添付すること。 

      ２  外国人にあっては、日本語の理解程度をその他欄に記載すること。 

 

 



別紙様式１ 

 

 

                          誓      約      書 

 

 

                                  年    月    日 

 

 

 試験研究機関の長  様 

 

 

                                          住  所 

                                 研修生の 

                                          氏  名                              

 

 

  このたび貴試験研究機関へ岐阜県商工労働部所管試験研究機関研修生として受入決定さ

れましたうえは諸規程等を遵守し、もし違反したときは、研修の中止を命ぜられても異議

は申しません。 

 また、研修内容に基づき発明した場合には、遅滞なく報告するとともに、その発明の知

的財産化や実施等について協議し、その発明を県と共有特許化した場合において、自らが

その実施を行おうとする場合には、県に実施料を支払うものとします。 

 なお、受け入れにあたって、私の個人情報に関する関係書類（別記様式３「研修生受入

報告書」、別記様式１「研修生受入申請書」の写し、様式第１号「誓約書」の写し、様式

第２号「保証書」の写し）を産業技術課長に提出することについても、同意します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式２ 

 

 

                          保      証      書 

 

 

                                  年    月    日 

 

 

 試験研究機関の長  様 

 

 

                                          所  在  地 

関 係団体名 

                                          代表者職氏名                   印 

 

  このたび、下記の者が貴試験研究機関の岐阜県商工労働部所管試験研究機関研修生とし

て受入決定されましたうえは、私どもは研修生が誠実に研修することを保証するとともに、

万一これに反する行為又は貴試験研究機関に損害を与えた場合は、連帯してその責任を負

担いたします。 

  また、研修内容に基づき発明した場合には、遅滞なく報告するとともに、その発明の知

的財産化や実施等について協議し、その発明を県と共有特許化した場合において、私ども

がその実施を行おうとする場合には、県に実施料を支払うものとします。 

 

 

                                      記 

 

 

 

 

                  所属名 

        研修生の  

                  職氏名 


